
消費者庁の取組みと

消費者安全確保地域協議会関連施策について

令和３年10月14日
消費者庁 地方協力課

消費者ホットライン１８８イメージキャラクター イヤヤン

泣き寝入りは超いやや！

資料１



１．消費者トラブル概要と消費者庁の取組み
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消費者トラブルの傾向

・消費者ホットライン１８８番

消費者ホットライン１８８
イメージキャラクター イヤヤン

〇消費者保護

悪質事業者への行政措置

詐欺的な定期購入 情報商材 不当表示
(コロナ関連)

｢もうかる投資シ
ステムがある｣と
言われ購入した
が、全く儲から
ない 等

寄せられた消費生活相談件数は年間約100万件

・最近の相談事例

消費者への注意喚起

お試し
無料！

今だけお得！
初回6000円が無料に！
いつでも解約可能！

完全無料で
今すぐ手に入れる！

「お試し無料」
と書いてあるの
に、継続購入が
条件だった 等

根拠なく新型
コロナ等への
予防効果等を
標ぼうする空
間除菌剤 等

い や や
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消費者トラブルの傾向

消費生活相談の年齢分布

（備考）令和３年版消費者白書より

3



主に高齢者が巻き込まれやすいトラブルの事例

（概要）
「注文のあった健康食品を代金引換で送る」と電話があった。
「注文した覚えはない」と伝えると「支払わないと訴える」と脅された。

消費者トラブルの傾向
（送り付け商法／儲かるとうたう投資関連の情報商材）

主に若年者が巻き込まれやすいトラブルの事例

（概要）
先輩から「もうかる投資システムがある」と言われ、会社の人も合流し話を聞かされ
た。「投資をするにはDVDソフトの購入が必要。そのソフトを使えばすぐに元が取
れる」と勧誘された。

（備考）独立行政法人国民生活センター公表資料より作成。

情報商材を購入した投資への勧誘

送り付け商法
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○通信販売での「定期購入」に関する消費生活相談は引き続き増加傾向。2020年は約６万件で過去最多。

消費者トラブルの傾向
（定期購入）
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特定商取引法・預託法の改正（悪質商法対策等）
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不当表示等（新型コロナへの効果等）対応事例

１．インターネット広告の緊急監視（景品表示法、健康増進法）
健康食品、マイナスイオン発生器、除菌スプレー等
合計187事業者・216商品に対し改善要請 （令和3年６月末時点）

２．再発防止等の指導（景品表示法）
マスクのおとり広告、携帯型（首下げタイプ）の空間除菌用品
抗体検査キット、研究用抗原検査キット 等

３．措置命令（景品表示法）
表示よりアルコール濃度が大幅に低い手指用洗浄ジェル・アルコールスプレー
表示より有効塩素濃度が大幅に低い又は除菌効果を標ぼうする次亜塩素酸水
携帯型の空間除菌用品・空気清浄用品、車内・室内用の空間除菌用品、
マイナスイオン発生機、オゾン除菌消臭器
亜塩素酸による空間除菌等を標ぼうする除菌スプレー
新型コロナ等への効果を標ぼうする健康食品

４．その他注意喚起等
厚労省・経産省と合同で、新型コロナウイルス消毒・除菌方法を取りまとめ
消毒・除菌商品の購入や使用上の注意点を取りまとめ

消費者への注意喚起
（Twitter、Facebook等）

市販されている研究
用抗原検査キット及
び抗体検査キットは、
国が認めた体外診
断用医薬品ではあ
りません。
ご注意ください!!
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成年年齢の引下げ（若者への消費者教育の重要性）

○ 2022年４月１日より、民法上の成年年齢が20歳から18歳に引き下げられることとされている。
○ こうした中で、若者等を狙った悪質商法の被害防止が必要。

令和元年６月 改正消費者契約法施行（悪質商法による契約の取消し・無効）

高校を中心に消費者教育の強化

令和３年３月「成年年齢引下げに伴う消費者教育全力キャンペーン」を開始

20歳18歳

民法の
未成年者
取消権

（消費者の年齢）

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ

引下げで
取消権が
無くなる
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ポイント２ スライド教材は教員
がカスタマイズ可能に
スライド教材は編集可能な形で提供
し、教員が生徒の実態等に合わせて
スライド教材の順番やイラスト等を変
更したり、組み合わせることも可能。

特別支援学校(高等部)向け消費者教育用教材の開発
～ショウとセイコと学ぼう！大切な契約とお金の話～（R3年6月公表）

主に知的障害のある生徒を対象とする消費者教育用教材です。身近な買物や契約の仕組みなどを学ぶ
「基礎編」と、契約トラブルの具体的な事例から対処法等を学ぶ「実践編」で構成し、合計７つのテーマを収録。
教材は、(1)スライド教材（基礎編・実践編）、(2)活用の手引、(3)ワークシート、(4)イラスト集から構成されています。

ポイント１ 高校生のキャラクター
と一緒に学ぶスタイルを採用
高校生のキャラクターであるショウとセイ
コが、トラブルにあって困ったり、失敗し
た場面を取り上げ、断り方や相談の仕
方を具体的に学べるように工夫。

ポイント３ 教員向けに活用の
手引、ワークシート等も制作
授業の参考になる情報を掲載した
教員向けの手引や、ワークシート、
スライドに使用したイラストを集めた
イラスト集も制作。

テーマ 概 要

基
礎
編

① 買物・契約の基本 売買契約の仕組みや、契約には権利と共に義務が生じることなどを学ぶ。

② 商品の選び方 買物をするときの手順や、購入目的に応じて商品を選ぶポイントについて学ぶ。

③ いろいろな支払方法 現金、カード、スマホ決済を使った支払方法の特徴と注意点について学ぶ。

④ 上手なお金のやりくり 収入と支出のバランスや、お金のやりくりが大切なことについて学ぶ。

実
践
編

① ネットショッピング ネットショッピングの特徴や、トラブル事例から利用上の注意点や対処方法を学ぶ。

② スマホ・ネットでのトラブル スマホ・ネットでのトラブル事例と、トラブルに遭わないための注意点について学ぶ。

③ 契約トラブルの対策・対処法 身近な契約トラブル事例と、トラブルに遭わないための注意点について学ぶ。

消費者庁： https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/teaching_material/material_010/special_school.html 9



２．注意喚起
（見守り活動にご活用ください）
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送り付け商法／定期購入

11
（左）消費者庁： https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_transaction/amendment/2021/notice/index.html
（右）国民生活センター： http://www.kokusen.go.jp/mimamori/pdf/shinsen384.pdf

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_transaction/amendment/2021/notice/index.html
http://www.kokusen.go.jp/mimamori/pdf/shinsen384.pdf


消費者庁：
（左）：https://www.caa.go.jp/disaster/assets/consumer_policy_cms102_20210310_01.pdf
（右）：https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_transaction_cms203_210831_02.pdf

保険を使って修理／暮らしのレスキュー悪質商法
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https://www.caa.go.jp/disaster/assets/consumer_policy_cms102_20210310_01.pdf
https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_transaction_cms203_210831_02.pdf


住宅の売却・資産管理に係る契約トラブル

13消費者庁：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/caution/caution_027/



新型コロナワクチン接種に関する詐欺

14消費者庁：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/notice/efforts_002.html



10月10日は転倒予防の日

15消費者庁： https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/caution/caution_055/#falldown

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/caution/caution_055/#falldown


３．消費者安全確保地域協議会関連施策

16



消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）

● 認知症高齢者や障がい者等の「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワーク

⇒ 既存の福祉のネットワーク等に、消費生活センターや消費者団体等の関係者を追加することで、「消費者被

害の未然防止」も含め、より充実した「高齢者等の安全・安心のための見守りサービス」の提供が可能に

 消費者被害の早期発見から事案解決へ
 消費生活センターによる助言、あっせん

 迅速な情報収集による被害の拡大防止
 事前の注意喚起、法執行による行政処分等

 必要な福祉サービスへの円滑な移行
 消費者被害の発見をきっかけにした、生活保護、成年後見

制 度等の福祉的な手当てへのつなぎ

 消費者庁等からの情報提供による見守りリス
トの作成
 消費者庁が事業者から押収した顧客名簿などをベースに、

消費者トラブルに遭う可能性のある市民の情報をまとめる

 地域協議会内の構成員間で、見守り対象者に関する個人情

報を共有（個人情報保護法の例外規定の適用）

気付き、声掛け、つなぐ
被害の未然防止・拡大防止・早期発見・早期解決

見守り活動の中で発見された消費者被害を消費
生活センターにつなげる仕組みを構築

構成員間の個人情報の共有による実効性の確保

地域協議会の取組

消費者安全確保地域協議会のモデル
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私はケアマネです。今日、利用者のアキラさん宅
を訪問しましたが不在でした。他県に別荘地を
購入したので、300万円のお金を支払うために、
業者と一緒に銀行へ行っていたというのです。
最近よく聞く原野商法ではないかと不安になり、
アキラさんと一緒に消費生活センターに相談しました。

相談員のあっせんにより、クーリング・オフが成立！
契約は無事解除できました。

私は民生委員です。一人暮らしの高齢者宅
を順番に訪問しています。
タケシさんから、近々屋根を修理すると聞き
ました。５日前、訪問した業者から損害保険を
使えば無料で修理できると説明され、契約したのだそうです。

最近、この地域で地震や台風の被害などありませんが、本当
に大丈夫なのでしょうか。

損害保険を使えるのは、自然災害による被害の場合と
分かり、クーリング・オフが成立。

福祉のネットワーク 防災のネットワーク

センターに
相談したら

センターに
相談したら

地域協議会の活用例

※「防犯のネットワーク」や「障がい者見守りネットワーク」への追加も同様に有効です。

個人情報を活用した見守りリストの作成と共有

悪質業者

消費者庁等
①押収した顧客名簿

③顧客名簿
情報提供

②顧客名簿
情報の要請

野洲市
消費生活センター

警察

健康推進
課

民生委員
児童委員

障がい者自立支援課
地域包括支援センター

消費者安全確保地域協議会
（滋賀県野洲市の例）

行政
処分等
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（参考１）被害発見から解決までの消費生活センターでの対応～一般的な流れ～

消費者庁「消費者安全確保地域協議会設置の手引き」（P22-23)
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/consume

r_safety_act_amendment/pdf/consumer_safety_act_amendment_190425_0001.pdf

訪問先で被害が発見･相談されたら･･･

消費生活センターへの相談を勧め、本人同意を得る ☆

（発見者が）消費生活センターへ状況を通報･相談

センターにおいて本人からの聞き取り・書面通知の助言等

センターが事業者とのあっせん交渉

あっせん成立またはあっせん不成立

必要に応じて（介護サービス等）福祉サービスにつなぐ
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https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/consumer_safety_act_amendment/pdf/consumer_safety_act_amendment_190425_0001.pdf


（参考２）被害発見から解決までの消費生活センターでの対応～地域協議会が設置されている場合～

消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル 見守りガイドブック」（P8、P11)
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/teaching_material_003.html 20

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/teaching_material_003.html


（参考３）消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル 見守りガイドブック（令和２年２月発行）」
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「見守りネットワーク」について

【消費者庁ウェブサイト ⇒ 「見守りネットワーク総合情報サイト】としてリニューアル
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/network/

厚生労働省「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議」にて説明

【動画URL】
https://www.youtube.com/watch?v=U-2FbRRMS8M&list=PLMG33RKISnWjQ28eFAbEBMQAAbI_ulwxG&index=10
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埼玉県吉川市 福祉部局中心の「見守りネットワーク事業」の構成員に消費生活センター等を追加し、地域協議会に

 福祉部局を中心とした「吉川市要援護者見守りネットワーク事業」に地域協議会の機能を追加
 「吉川市要援護者見守りネットワーク事業要綱」に「消費者安全確保地域協議会」の機能を兼ねる一文を追記

JA（農協）
金融機

関

バス会
社

商工会

新聞
販売店

生活協同組合
（生協）

認知症等

要援護者の見守り

吉川市要援護者
見守りネットワーク事業

（消費者安全確保地域協議会を兼務）

福祉的見守りにおいても消費者トラブル
の増加・悪質化・深刻化が問題視されて
いたところ

 消費生活センターや消費者被害防止
等の見守り活動に取り組む事業者を
ネットワーク構成員として追加

 福祉部局を中心とした見守りと一体に
なって消費者被害事例に対応

地域包括
支援センター

福祉的見守り

消費者被害に
関する見守り

要援護者の見守り活動を行う福祉中心の
ネットワークとして運営
 徘徊、虐待、閉じこもり、孤立などの恐

れがある高齢者・障がい者の異変を早
期に発見

消費生活
センター

宅配業者

コンビニ
郵便局

既存ネットワーク

追加

既存ネットワーク

追加
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板橋区内
消防署長

防火・防災
協会

防犯
協会

板橋区内
警察署長

企画総務
委員長

板橋
区議会
正副議長

板橋
区長

事務局
消費者
センター

生活安全
協議会

板橋区内
警察生活
安全課長

消費者
団体

小学校校長
会・PTA連

合会

町会
連合会

産業
連合会

民生・
児童委員

青少年健全育
成地区委員会

連合会

東京都宅建
業取引協会
板橋支部

公募
委員

消費生活上特に配慮を要する

高齢者・障がい者の見守り

地域振興課長・お年寄り保健
福祉センター所長・くらしと観
光課長他、行政関係課長

特殊詐欺・悪質商法対策
専門部会（地域協議会）

防犯目的で組織された「生活安全協議会」の専門部会を地域協議会に東京都板橋区

犯罪等の未然防止

 防犯目的に組織された「生活安全協議会」の専門部会「特殊詐欺・悪質商法対策専門部会」を地域協議会と
して法定化

 設立当初、専門部会の開催原議に当専門部会が「消費者安全確保地域協議会」を兼ねることを明記

特殊詐欺や
悪質商法に関する

情報を共有し、見守りに
生かすことが可能に！

安心・安全まちづくり
専門部会

特殊詐欺・悪質商法
対策専門部会

専門部会を
協議会へ

※二つの専門部会は平成30年度より統合されており、
統合後の事務局は、消費者センターと危機管理室。
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消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）設置自治体一覧
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重層的支援体制整備事業と
消費者安全確保地域協議会との連携について

通知の全文は、資料２をご覧ください。
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消費生活相談員資格試験 対策講座（消費者庁委託事業）
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御清聴ありがとうございました

消費者ホットライン１８８イメージキャラクター イヤヤン
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